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１．Society 5.0で求められる人材

・初等中等教育から多様な考え
や能力を伸ばす方向に大きく
転換し、失敗を恐れず挑戦す
る習慣を身に付けさせる

・高校では、文系・理系の垣根
をなくし、文系を選択しても
理数の基礎知識を身に付け、
理系を選択しても人文・社会
科学を学ぶべき

・Society 5.0に求められる能力
を育成するには、大学におい
て、少人数、双方向型のゼミ
や実験、PBL型教育、海外留
学体験などを拡充することが
有効

採用と大学教育の未来に関する産学協議会・報告書
「Society 5.0に向けた大学教育と採用に関する考え方」（2020年３月31日）より

 最終的な専門分野が文系・理系であることを問わず、リテラシー、論理的思考力、規範

的判断力、課題発見・解決力、未来社会の構想･設計力などが求められる。これらの能

力の修得には、基盤となるリベラルアーツ教育が重要。

 これらの能力育成には初等中等教育から始めて、大学院レベルまでの教育を重視。

 社会人リカレント教育を拡充し、継続的に学び直し、それを評価していくことが必要。
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２．日本型雇用システム（2020年版経営労働政策特別委員会報告）

■日本型雇用システムの特徴と課題

①新卒一括採用

・企業は計画的な採用が行いやすい
・企業が毎年、新たな就職機会を提供
➝国際的にみて日本の若年者の失業率が
低い大きな要因

〇多くの企業が新卒一括採用を重視する中、相対的に
中途採用は抑制
➝就職氷河期世代を生み出した要因の１つ

〇自社に適した人材育成を目的とした社内施策では、
エンプロイアビリティが高い社員は育成されにくい

〇年齢や勤続年数の上昇に伴い優遇される年功型の制度
➝わが国でジョブ型雇用が拡がらない一因
➝転職を含めたキャリア形成検討の阻害要因

〇職能給が実質的に年功的運用に陥りがち
〇年功型賃金の下、社外人材の採用の検討にあたり、
どのような処遇が適正なのかが判断しにくい
➝ジョブ型の活用と人材の流動性を妨げる要因
➝優秀な若年層や高度人材、海外人材の獲得が困難
➝社外や海外への人材流出リスクが上昇

〇画一的な施策や制度によって、自身の成長と活躍の
機会が失われていると感じる社員が存在
➝エンゲージメントを低下させている可能性

特 徴 顕在化してきた課題

②長期・終身雇用

・異動等により様々な仕事を経験させ、中長
期的な視点で自社に適した人材へと育成
➝多くの社員が多様な職能を備えられる
➝自社の事業活動を多面的に理解
・社員は人生設計を描きやすく、雇用と経済
面での安心感がもてる
➝高い定着率やロイヤリティにつながる

➂年功型賃金

・年齢や勤続年数の上昇に伴い昇給
➝雇用と経済面での安心感となり、社員の
定着に寄与

・多くの企業が導入している職能給は職務
変更や異動の度に賃金額の改定が不要
➝異動を通じた職能向上と人材育成

経営環境等の変化

・経済の先行き不
透明感の高まり

・経済や産業の大
きな構造変化

・安定的な収益増
大の見通しにくさ

・各企業において
重視する人材の
質が変化

・人材獲得をめぐる
競争の激化

・「人生100年時代」
到来による職業
人生の長期化

など

 新卒一括採用や長期・終身雇用、年功型賃金などを特徴とする日本型雇用システム（メン
バーシップ型）は、様々なメリットがある一方、経営環境の変化等に伴い、課題が顕在化。

 Society 5.0に適応しつつ、各社には、自社の経営戦略にとって最適な「メンバーシップ型」
と「ジョブ型」の雇用区分の組み合わせを見出し（それぞれのメリットを活かして）、エン
ゲージメントを高めて社員の能力を最大限発揮させることが求められる。

出所：経団連「2020年版経営労働政策特別委員会報告
－Society 5.0時代を切り拓くエンゲージメントと価値創造力の向上－」（2020年1月21日公表）
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３．企業の採用・雇用形態の多様化の実態

 中途採用においては、基本的にはジョブ型を重視する傾向。

 新卒採用においても、現状では、メンバーシップ型を重視する企業が半数近くを占めている
ものの、将来的にはジョブ型との組み合わせを志向する傾向。

 AI・データサイエンス、グローバル、金融工学分野等で、ジョブ型雇用が拡大。事務系職種
にも配属先が予め明示された採用が拡大。

 ジョブ型採用の拡大に伴い、年齢を問わず、能力や実績を考慮して処遇する動きが進展。

■最も多い社員区分における採用の基本的な方針

【グラフ上段：近年採用した人材、下段：今後採用したい人材】

多様な採用時期
 通年採用の拡大
 インターンシップからの直接採用の拡大

多様な人材
 新卒区分の緩和・廃止
 留学帰国生・外国人材の採用拡大
 中途・経験者採用の拡大

多様な採用手法・選考手法
 リファラル（紹介）採用、スカウト採用
（逆求人）等、手法が多様化。

 選考方法もNp.1採用、フリースタイル採用
等、各社独自の選考手法が進んでいる。

多様な処遇
 ジョブ型雇用の拡大
 年功賃金の見直し

出所：経団連「2019年人事・労務に関するトップ・マネジメント調査結果」（2020年1月21日公表）
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４．新卒における「ジョブ型採用」の実施状況

 「ジョブ型採用」は、業務の遂行に必要な知識や能力を有し、特定の職務において活躍して
もらう、専門業務型・プロフェッショナル型に近い採用区分をイメージ。欧米型のように特
定の仕事やポストが不要になった場合に雇用自体が無くなることは想定していない。

 ジョブ型採用を実施している企業は２割強、検討中を合わせると約４割。

 今後５年間程度の方向性としては、約７割の企業が未定としたが、「増やしていく」「現状
と同程度」がそれぞれ１割程度。適用する職務については、「一部職務に限定して適用」と
回答した企業が６割強。
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＜ジョブ型採用の方向性（今後５年程度）＞（n=424）
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＜ジョブ型採用の実施＞

※ジョブ型採用を実施している職務：
「システム・デジタル・IT」、「研究・開発」、「営業」、
「経理・財務」、「法務・知財」等 出所：経団連「2021年度入社対象新卒採用活動に関するアンケート結果」（2020年9月15日公表）
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５．ジョブ型研究インターンシップへの期待①

 ジョブ型研究インターンシップ参画への関心を表明した企業等54社・団体にアンケート調査
を実施（回答期間：2020年9月14日～30日、回答率：68.5％）。

 ジョブ型研究インターンシップのメリットとして、９割を超える企業が「インターンシップ
の結果（学生情報）を採用選考活動に使用可能であること」、８割超の企業が「研究遂行の
基礎的な素養・能力を持った大学院生が参加していること」と回答。

 学生を長期に受け入れることにより、学生が仕事や職場への理解を深めることとともに、企
業が学生の能力を見極めることが容易になり、ミスマッチの回避が図られるとして、学生・
企業双方にメリットをもたらすとの期待の声。

34社 (94.4%)

31社 (86.1%)

21社 (58.3%)

14社 (38.9%)

3社 (8.3%)
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インターンシップの結果（学生情報）を

採用選考活動に使用可能

研究遂行の基礎的な素養・

能力を持った大学院生が参加

大学公認である（正課として位置づけ）

「長期」かつ「有給」で

ジョブ（職務）・研究を担当

その他

（社）

【Ｑ１】ジョブ型研究インターンシップのメリット（注目している点）は何ですか。
〔n=36, 複数回答〕
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６．ジョブ型研究インターンシップへの期待②

 ジョブ型研究インターンシップの活用対象業界については、約半数の企業が「限定すべきで
ない」と回答。

 ジョブ型研究インターンシップを活用したい分野・部門については、約６割の企業が「情報
通信」「化学」、約４割の企業が「半導体・電機・電子」「機械」「バイオ・医薬品系」を
挙げている。

 AIやデータ活用に関する分野での活用を期待する意見もあった。

限定すべき
でない
20社

(55.6%)

わからない
15件

(41.7%)

限定すべきである
1件 (2.8%)

【Ｑ２-１】ジョブ型研究インターンシップが導入された場合、
活用対象業界を限定すべきだと思いますか。〔n=36, 択一式〕

23社 (63.9%)

22社 (61.1%)

16社 (44.4%)

16社 (44.4%)

15社 (41.7%)

5社 (13.9%)

4社 (11.1%)
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その他

金融（銀行、証券、保険等）

（社）

【Ｑ２-２】ジョブ型研究インターンシップが導入された場合、
活用したい分野・部門は何ですか。〔n=36, 複数回答〕
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７．ジョブ型研究インターンシップへの期待③

 ジョブ型研究インターンシップに参加してほしい学生としては、博士後期課程在籍の大学院
生が最多（８割強）。

 そのうえで、修士・博士前期課程在籍の大学院生の参加を希望する企業も約７割と多い。

 博士後期課程と修士・博士前期課程それぞれに対し、受入れニーズがあると考えられる。

【Ｑ３】ジョブ型研究インターンシップが導入された場合、受入れ対象として希望する学生の範囲について、
どのようにお考えですか。〔n=36, 複数選択可〕

30社 (83.3%)

26社 (72.2%)

12社 (33.3%)

0 5 10 15 20 25 30 35

大学院生（博士後期課程在籍）

大学院生（修士・博士前期課程在籍）

学部生

（社）

 ジョブ型研究インターンシップに対する高い期待とともに、実施にあたって企業は以下の点
を懸念・不安視。

 マッチングの精度（テーマ設定、学生／企業側の
希望の反映度合い、希望者数と実際に受入れ可能
な人数、学生の能力・資質・参加意識、マッチ
しなかった場合の対応等）と公平性

 秘密保持・情報セキュリティ

 受入れ体制の整備（社内理解・現場負担を含む）

 労務面での扱い・報酬の基準

 ジョブ型採用・雇用に対応した社内人事制度の整備

 実施時期（学業・学生個人の研究との両立） 等


